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【参考】危険物の規制に関する政令（昭和三十四年政令第三百六号）抄 

 

（製造所の基準） 

第九条 法第十条第四項 の製造所の位置、構造及び設備（消火設備、警報設備及び避難設備

を除く。以下この章の第一節から第三節までにおいて同じ。）の技術上の基準は、次のとお

りとする。  

一 製造所の位置は、次に掲げる建築物等から当該製造所の外壁又はこれに相当する工作

物の外側までの間に、それぞれ当該建築物等について定める距離を保つこと。ただし、

イからハまでに掲げる建築物等について、不燃材料（建築基準法（昭和二十五年法律第

二百一号）第二条第九号の不燃材料のうち、総務省令で定めるものをいう。以下同じ。）

で造つた防火上有効な塀を設けること等により、市町村長等が安全であると認めた場合

は、当該市町村長等が定めた距離を当該距離とすることができる。 

イ ロからニまでに掲げるもの以外の建築物その他の工作物で住居の用に供するもの

（製造所の存する敷地と同一の敷地内に存するものを除く。）    十メートル以上 

ロ 学校、病院、劇場その他多数の人を収容する施設で総務省令で定めるもの  

三十メートル以上 

ハ 文化財保護法（昭和二十五年法律第二百十四号）の規定によつて重要文化財、重要有

形民俗文化財、史跡若しくは重要な文化財として指定され、又は旧重要美術品等の保

存に関する法律（昭和八年法律第四十三号）の規定によつて重要美術品として認定さ

れた建造物                         五十メートル以上 

ニ 高圧ガスその他災害を発生させるおそれのある物を貯蔵し、又は取り扱う施設で総

務省令で定めるもの                   総務省令で定める距離 

ホ 使用電圧が七千ボルトをこえ三万五千ボルト以下の特別高圧架空電線 

水平距離三メートル以上 

ヘ 使用電圧が三万五千ボルトをこえる特別高圧架空電線  水平距離五メートル以上 

二 危険物を取り扱う建築物その他の工作物（危険物を移送するための配管その他これに

準ずる工作物を除く。）の周囲に、次の表に掲げる区分に応じそれぞれ同表に定める幅の

空地を保有すること。ただし、総務省令で定めるところにより、防火上有効な隔壁を設

けたときは、この限りでない。 

区分 空地の幅 

指定数量の倍数が十以下の製造所 三メートル以上 

指定数量の倍数が十を超える製造所 五メートル以上 

 

三 製造所には、総務省令で定めるところにより、見やすい箇所に製造所である旨を表示

した標識及び防火に関し必要な事項を掲示した掲示板を設けること。  

四 危険物を取り扱う建築物は、地階（建築基準法施行令（昭和二十五年政令第三百三十

八号）第一条第二号に規定する地階をいう。）を有しないものであること。  

五 危険物を取り扱う建築物は、壁、柱、床、はり及び階段を不燃材料で造るとともに、延
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焼のおそれのある外壁を出入口以外の開口部を有しない耐火構造（建築基準法第二条第

七号の耐火構造をいう。以下同じ。）の壁とすること。  

六 危険物を取り扱う建築物は、屋根を不燃材料で造るとともに、金属板その他の軽量な

不燃材料でふくこと。ただし、第二類の危険物（粉状のもの及び引火性固体を除く。）の

みを取り扱う建築物にあつては、屋根を耐火構造とすることができる。  

七 危険物を取り扱う建築物の窓及び出入口には、防火設備（建築基準法第二条第九号の

二ロに規定する防火設備のうち、防火戸その他の総務省令で定めるものをいう。以下同

じ。）を設けるとともに、延焼のおそれのある外壁に設ける出入口には、随時開けること

ができる自動閉鎖の特定防火設備（建築基準法施行令第百十二条第一項に規定する特定

防火設備のうち、防火戸その他の総務省令で定めるものをいう。以下同じ。）を設けるこ

と。 

八 危険物を取り扱う建築物の窓又は出入口にガラスを用いる場合は、網入ガラスとする

こと。  

九 液状の危険物を取り扱う建築物の床は、危険物が浸透しない構造とするとともに、適

当な傾斜を付け、かつ、漏れた危険物を一時的に貯留する設備（以下「貯留設備」とい

う。）を設けること。  

十 危険物を取り扱う建築物には、危険物を取り扱うために必要な採光、照明及び換気の

設備を設けること。  

十一 可燃性の蒸気又は可燃性の微粉が滞留するおそれのある建築物には、その蒸気又は

微粉を屋外の高所に排出する設備を設けること。  

十二 屋外に設けた液状の危険物を取り扱う設備には、その直下の地盤面の周囲に高さ〇・

一五メートル以上の囲いを設け、又は危険物の流出防止にこれと同等以上の効果がある

と認められる総務省令で定める措置を講ずるとともに、当該地盤面は、コンクリートそ

の他危険物が浸透しない材料で覆い、かつ、適当な傾斜及び貯留設備を設けること。こ

の場合において、第四類の危険物（水に溶けないものに限る。）を取り扱う設備にあつて

は、当該危険物が直接排水溝に流入しないようにするため、貯留設備に油分離装置を設

けなければならない。  

十三 危険物を取り扱う機械器具その他の設備は、危険物のもれ、あふれ又は飛散を防止

することができる構造とすること。ただし、当該設備に危険物のもれ、あふれ又は飛散

による災害を防止するための附帯設備を設けたときは、この限りでない。  

十四 危険物を加熱し、若しくは冷却する設備又は危険物の取扱に伴つて温度の変化が起

る設備には、温度測定装置を設けること。  

十五 危険物を加熱し、又は乾燥する設備は、直火を用いない構造とすること。ただし、当

該設備が防火上安全な場所に設けられているとき、又は当該設備に火災を防止するため

の附帯設備を設けたときは、この限りでない。 

十六 危険物を加圧する設備又はその取り扱う危険物の圧力が上昇するおそれのある設備

には、圧力計及び総務省令で定める安全装置を設けること。  

十七 電気設備は、電気工作物に係る法令の規定によること。  

十八 危険物を取り扱うにあたつて静電気が発生するおそれのある設備には、当該設備に

蓄積される静電気を有効に除去する装置を設けること。  
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十九 指定数量の倍数が十以上の製造所には、総務省令で定める避雷設備を設けること。

ただし、周囲の状況によつて安全上支障がない場合においては、この限りでない。  

二十 危険物を取り扱うタンク（屋外にあるタンク又は屋内にあるタンクであつて、その

容量が指定数量の五分の一未満のものを除く。）の位置、構造及び設備は、次によること。 

イ 屋外にあるタンクの構造及び設備は、第十一条第一項第四号（特定屋外貯蔵タンク

及び準特定屋外貯蔵タンクに係る部分を除く。）、第五号から第十号まで及び第十一号

から第十二号までに掲げる屋外タンク貯蔵所の危険物を貯蔵し、又は取り扱うタンク

の構造及び設備の例（同条第六項の規定により総務省令で定める特例を含む。）による

ほか、液体危険物タンクであるものの周囲には、総務省令で定めるところにより、危険

物が漏れた場合にその流出を防止するための総務省令で定める防油堤を設けること。 

ロ 屋内にあるタンクの構造及び設備は、第十二条第一項第五号から第九号まで及び第

十号から第十一号までに掲げる屋内タンク貯蔵所の危険物を貯蔵し、又は取り扱うタ

ンクの構造及び設備の例によるものであること。 

ハ 地下にあるタンクの位置、構造及び設備は、第十三条第一項（第五号、第九号の二及

び第十二号を除く。）、同条第二項（同項においてその例によるものとされる同条第一

項第五号、第九号の二及び第十二号を除く。）又は同条第三項（同項においてその例に

よるものとされる同条第一項第五号、第九号の二及び第十二号を除く。）に掲げる地下

タンク貯蔵所の危険物を貯蔵し、又は取り扱うタンクの位置、構造及び設備の例によ

るものであること。 

二十一 危険物を取り扱う配管の位置、構造及び設備は、次によること。 

イ 配管は、その設置される条件及び使用される状況に照らして十分な強度を有するも

のとし、かつ、当該配管に係る最大常用圧力の一・五倍以上の圧力で水圧試験（水以外

の不燃性の液体又は不燃性の気体を用いて行う試験を含む。）を行つたとき漏えいその

他の異常がないものであること。 

ロ 配管は、取り扱う危険物により容易に劣化するおそれのないものであること。 

ハ 配管は、火災等による熱によつて容易に変形するおそれのないものであること。た

だし、当該配管が地下その他の火災等による熱により悪影響を受けるおそれのない場

所に設置される場合にあつては、この限りでない。 

ニ 配管には、総務省令で定めるところにより、外面の腐食を防止するための措置を講

ずること。ただし、当該配管が設置される条件の下で腐食するおそれのないものであ

る場合にあつては、この限りでない。 

ホ 配管を地下に設置する場合には、配管の接合部分（溶接その他危険物の漏えいのお

それがないと認められる方法により接合されたものを除く。）について当該接合部分か

らの危険物の漏えいを点検することができる措置を講ずること。 

ヘ 配管に加熱又は保温のための設備を設ける場合には、火災予防上安全な構造とする

こと。 

ト イからヘまでに掲げるもののほか、総務省令で定める基準に適合するものとするこ

と。 

二十二 電動機及び危険物を取り扱う設備のポンプ、弁、接手等は、火災の予防上支障の

ない位置に取り付けること。  
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２ 引火点が百度以上の第四類の危険物（以下「高引火点危険物」という。）のみを総務省令

で定めるところにより取り扱う製造所については、総務省令で、前項に掲げる基準の特例

を定めることができる。  

３ アルキルアルミニウム、アルキルリチウム、アセトアルデヒド、酸化プロピレンその他

の総務省令で定める危険物を取り扱う製造所については、当該危険物の性質に応じ、総務

省令で、第一項に掲げる基準を超える特例を定めることができる。 

 

（給油取扱所の基準）  

第十七条 給油取扱所（次項に定めるものを除く。）の位置、構造及び設備の技術上の基準は、

次のとおりとする。  

一 給油取扱所の給油設備は、ポンプ機器及びホース機器からなる固定された給油設備（以

下この条及び第二十七条において「固定給油設備」という。）とすること。  

二 固定給油設備のうちホース機器の周囲（懸垂式の固定給油設備にあつては、ホース機

器の下方）に、自動車等に直接給油し、及び給油を受ける自動車等が出入りするための、

間口十メートル以上、奥行六メートル以上の空地で総務省令で定めるもの（以下この条

及び第二十七条において「給油空地」という。）を保有すること。  

三 給油取扱所に灯油若しくは軽油を容器に詰め替え、又は車両に固定された容量四千リ

ットル以下のタンク（容量二千リットルを超えるタンクにあつては、その内部を二千リ

ットル以下ごとに仕切つたものに限る。）に注入するための固定された注油設備（ポンプ

機器及びホース機器からなるものをいう。以下この条及び第二十七条において「固定注

油設備」という。）を設ける場合は、固定注油設備のうちホース機器の周囲（懸垂式の固

定注油設備にあつては、ホース機器の下方）に、灯油若しくは軽油を容器に詰め替え、又

は車両に固定されたタンクに注入するための空地で総務省令で定めるもの（以下この条

及び第二十七条において「注油空地」という。）を給油空地以外の場所に保有すること。  

四 給油空地及び注油空地は、漏れた危険物が浸透しないための総務省令で定める舗装を

すること。  

五 給油空地及び注油空地には、漏れた危険物及び可燃性の蒸気が滞留せず、かつ、当該

危険物その他の液体が当該給油空地及び注油空地以外の部分に流出しないように総務省

令で定める措置を講ずること。  

六 給油取扱所には、総務省令で定めるところにより、見やすい箇所に給油取扱所である

旨を表示した標識及び防火に関し必要な事項を掲示した掲示板を設けること。  

七 給油取扱所には、固定給油設備若しくは固定注油設備に接続する専用タンク又は容量

一万リットル以下の廃油タンクその他の総務省令で定めるタンク（以下この条及び第二

十七条において「廃油タンク等」という。）を地盤面下に埋没して設ける場合を除き、危

険物を取り扱うタンクを設けないこと。ただし、都市計画法（昭和四十三年法律第百号）

第八条第一項第五号の防火地域及び準防火地域以外の地域においては、地盤面上に固定

給油設備に接続する容量六百リットル以下の簡易タンクを、その取り扱う同一品質の危

険物ごとに一個ずつ三個まで設けることができる。  

八 前号の専用タンク、廃油タンク等又は簡易タンクを設ける場合には、当該専用タンク、

廃油タンク等又は簡易タンクの位置、構造及び設備は、次によること。 
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イ 専用タンク又は廃油タンク等の位置、構造及び設備は、第十三条第一項（第五号、第

九号（掲示板に係る部分に限る。）、第九号の二及び第十二号を除く。）、同条第二項（同

項においてその例によるものとされる同条第一項第五号、第九号（掲示板に係る部分

に限る。）、第九号の二及び第十二号を除く。）又は同条第三項（同項においてその例に

よるものとされる同条第一項第五号、第九号（掲示板に係る部分に限る。）、第九号の二

及び第十二号を除く。）に掲げる地下タンク貯蔵所の地下貯蔵タンクの位置、構造及び

設備の例によるものであること。 

ロ 簡易タンクの構造及び設備は、第十四条第四号及び第六号から第八号までに掲げる

簡易タンク貯蔵所の簡易貯蔵タンクの構造及び設備の例によるものであること。 

九 固定給油設備又は固定注油設備に危険物を注入するための配管は、当該固定給油設備

又は固定注油設備に接続する第七号の専用タンク又は簡易タンクからの配管のみとする

こと。  

十 固定給油設備及び固定注油設備は、漏れるおそれがない等火災予防上安全な総務省令

で定める構造とするとともに、先端に弁を設けた全長五メートル（懸垂式の固定給油設

備及び固定注油設備にあつては、総務省令で定める長さ）以下の給油ホース又は注油ホ

ース及びこれらの先端に蓄積される静電気を有効に除去する装置を設けること。  

十一 固定給油設備及び固定注油設備には、総務省令で定めるところにより、見やすい箇

所に防火に関し必要な事項を表示すること。  

十二 固定給油設備は、次に掲げる道路境界線等からそれぞれ当該道路境界線等について

定める間隔を保つこと。ただし、総務省令で定めるところによりホース機器と分離して

設置されるポンプ機器については、この限りでない。 

イ 道路境界線 次の表に掲げる固定給油設備の区分に応じそれぞれ同表に定める間隔 

固定給油設備の区分 間隔 

懸垂式の固定給油設備 
四メートル

以 上 

 

 

その他の

固定給油

設備 

固定給油設備に接続される給油ホースのうちその全長が最大であるも

のの全長（以下このイ及び次号イにおいて「最大給油ホース全長」と

いう。）が三メートル以下のもの 

四メートル

以 上 

最大給油ホース全長が三メートルを超え四メートル以下のもの 五メートル

以 上 

最大給油ホース全長が四メートルを超え五メートル以下のもの 六メートル

以 上 

ロ 敷地境界線 二メートル以上 

ハ 建築物の壁 二メートル（給油取扱所の建築物の壁に開口部がない場合には、一メ

ートル）以上 

十三 固定注油設備は、次に掲げる固定給油設備等からそれぞれ当該固定給油設備等につ

いて定める間隔を保つこと。ただし、総務省令で定めるところによりホース機器と分離

して設置されるポンプ機器については、この限りでない。 

イ 固定給油設備（総務省令で定めるところによりホース機器と分離して設置されるポ
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ンプ機器を除く。）次の表に掲げる固定給油設備の区分に応じそれぞれ同表に定める間隔 

固定給油設備の区分 間隔 

懸垂式の固定給油設備 四メートル以上 

その他の固定給油

設備 

最大給油ホース全長が三メートル以下のもの 四メートル以上 

最大給油ホース全長が三メートルを超え四メートル以下

のもの 

五メートル以上 

最大給油ホース全長が四メートルを超え五メートル以下

のもの 

六メートル以上 

 

ロ 道路境界線 次の表に掲げる固定注油設備の区分に応じそれぞれ同表に定める間隔 

固定注油設備の区分 間隔 

懸垂式の固定注油設備 四メートル

以 上 

その他の

固定注油

設備 

固定注油設備に接続される注油ホースのうちその全長が最大であるも

のの全長（以下このロにおいて「最大注油ホース全長」という。）が三

メートル以下のもの 

四メートル

以 上 

最大注油ホース全長が三メートルを超え四メートル以下のもの 五メートル

以 上 

最大注油ホース全長が四メートルを超え五メートル以下のもの 六メートル

以 上 

 

ハ 敷地境界線 一メートル以上 

ニ 建築物の壁 二メートル（給油取扱所の建築物の壁に開口部がない場合には、一メ

ートル）以上 

十四 懸垂式の固定給油設備及び固定注油設備にあつては、ホース機器の引出口の高さを

地盤面から四・五メートル以下とすること。  

十五 懸垂式の固定給油設備又は固定注油設備を設ける給油取扱所には、当該固定給油設

備又は固定注油設備のポンプ機器を停止する等により専用タンクからの危険物の移送を

緊急に止めることができる装置を設けること。  

十六 給油取扱所には、給油又はこれに附帯する業務のための総務省令で定める用途に供

する建築物以外の建築物その他の工作物を設けないこと。この場合において、給油取扱

所の係員以外の者が出入する建築物の部分で総務省令で定めるものの床面積の合計は、

避難又は防火上支障がないと認められる総務省令で定める面積を超えてはならない。  

十七 前号の給油取扱所に設ける建築物は、壁、柱、床、はり及び屋根を耐火構造とし、又

は不燃材料で造るとともに、窓及び出入口（自動車等の出入口で総務省令で定めるもの

を除く。）に防火設備を設けること。この場合において、当該建築物の総務省令で定める

部分は、開口部のない耐火構造の床又は壁で当該建築物の他の部分と区画され、かつ、

防火上必要な総務省令で定める構造としなければならない。  
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十八 前号の建築物のうち、事務所その他火気を使用するもの（総務省令で定める部分を

除く。）は、漏れた可燃性の蒸気がその内部に流入しない総務省令で定める構造とするこ

と。  

十九 給油取扱所の周囲には、自動車等の出入りする側を除き、火災による被害の拡大を

防止するための高さ二メートル以上の塀又は壁であつて、耐火構造のもの又は不燃材料で

造られたもので総務省令で定めるものを設けること。  

二十 ポンプ室その他危険物を取り扱う室（以下この号において「ポンプ室等」という。）

を設ける場合にあつては、ポンプ室等は、次によること。 

イ ポンプ室等の床は、危険物が浸透しない構造とするとともに、漏れた危険物及び可

燃性の蒸気が滞留しないように適当な傾斜を付け、かつ、貯留設備を設けること。 

ロ ポンプ室等には、危険物を取り扱うために必要な採光、照明及び換気の設備を設け

ること。 

ハ 可燃性の蒸気が滞留するおそれのあるポンプ室等には、その蒸気を屋外に排出する

設備を設けること。 

二十一 電気設備は、第九条第一項第十七号に掲げる製造所の電気設備の例によるもので

あること。  

二十二 自動車等の洗浄を行う設備その他給油取扱所の業務を行うについて必要な設備は、

総務省令で定めるところにより設けること。  

二十三 給油取扱所には、給油に支障があると認められる設備を設けないこと。 

２ 給油取扱所のうち建築物内に設置するものその他これに類するもので総務省令で定める

もの（以下「屋内給油取扱所」という。）の位置、構造及び設備の技術上の基準は、前項第

一号から第六号まで、第七号本文、第九号から第十六号まで及び第十九号から第二十三号

までの規定の例によるほか、次のとおりとする。  

一 屋内給油取扱所は、壁、柱、床及びはりが耐火構造で、消防法施行令（昭和三十六年政

令第三十七号）別表第一(六)項に掲げる用途に供する部分を有しない建築物（総務省令

で定める設備を備えたものに限る。）に設置すること。  

二 屋内給油取扱所に専用タンク又は廃油タンク等を設ける場合には、当該専用タンク又

は廃油タンク等の位置、構造及び設備は、次号から第四号までに定めるもののほか、第

十三条第一項（第五号、第八号、第九号（注入口は屋外に設けることとする部分及び掲示

板に係る部分に限る。）、第九号の二及び第十二号を除く。）、同条第二項（同項において

その例によるものとされる同条第一項第五号、第八号、第九号（注入口は屋外に設ける

こととする部分及び掲示板に係る部分に限る。）、第九号の二及び第十二号を除く。）又は

同条第三項（同項においてその例によるものとされる同条第一項第五号、第八号、第九

号（注入口は屋外に設けることとする部分及び掲示板に係る部分に限る。）、第九号の二

及び第十二号を除く。）に掲げる地下タンク貯蔵所の地下貯蔵タンクの位置、構造及び設

備の例によるものであること。  

三 専用タンク及び廃油タンク等には、総務省令で定めるところにより、通気管又は安全

装置を設けること。  

四 専用タンクには、危険物の過剰な注入を自動的に防止する設備を設けること。  

五 建築物の屋内給油取扱所の用に供する部分は、壁、柱、床、はり及び屋根を耐火構造と
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するとともに、開口部のない耐火構造の床又は壁で当該建築物の他の部分と区画された

ものであること。ただし、建築物の屋内給油取扱所の用に供する部分の上部に上階がな

い場合には、屋根を不燃材料で造ることができる。  

六 建築物の屋内給油取扱所の用に供する部分のうち総務省令で定める部分は、開口部の

ない耐火構造の床又は壁で当該建築物の屋内給油取扱所の用に供する部分の他の部分と

区画され、かつ、防火上必要な総務省令で定める構造とすること。  

七 建築物の屋内給油取扱所の用に供する部分の窓及び出入口（自動車等の出入口で総務

省令で定めるものを除く。）には、防火設備を設けること。  

七の二 事務所等の窓又は出入口にガラスを用いる場合は、網入りガラスとすること。  

八 建築物の屋内給油取扱所の用に供する部分のうち、事務所その他火気を使用するもの

（総務省令で定める部分を除く。）は、漏れた可燃性の蒸気がその内部に流入しない総務

省令で定める構造とすること。  

九 建築物の屋内給油取扱所の用に供する部分の一階の二方については、自動車等の出入

する側又は通風及び避難のための総務省令で定める空地に面するとともに、壁を設けな

いこと。ただし、総務省令で定める措置を講じた屋内給油取扱所にあつては、当該建築

物の屋内給油取扱所の用に供する部分の一階の一方について、自動車等の出入する側に

面するとともに、壁を設けないことをもつて足りる。  

十 建築物の屋内給油取扱所の用に供する部分については、可燃性の蒸気が滞留するおそ

れのある穴、くぼみ等を設けないこと。  

十一 建築物の屋内給油取扱所の用に供する部分は、当該部分の上部に上階がある場合に

あつては、危険物の漏えいの拡大及び上階への延焼を防止するための総務省令で定める

措置を講ずること。  

３ 次に掲げる給油取扱所については、総務省令で、前二項に掲げる基準の特例（第五号に

掲げるものにあつては、第一項に掲げる基準の特例に限る。）を定めることができる。  

一 飛行場で航空機に給油する給油取扱所  

二 船舶に給油する給油取扱所  

三 鉄道又は軌道によつて運行する車両に給油する給油取扱所  

四 圧縮天然ガスその他の総務省令で定めるガスを内燃機関の燃料として用いる自動車等

に当該ガスを充てんするための設備を設ける給油取扱所（第六号に掲げるものを除く。）  

五 電気を動力源とする自動車等に水素を充てんするための設備を設ける給油取扱所（次

号に掲げるものを除く。）  

六 総務省令で定める自家用の給油取扱所  

４ 第四類の危険物のうちメタノール若しくはエタノール又はこれらを含有するものを取り

扱う給油取扱所については、当該危険物の性質に応じ、総務省令で、前三項に掲げる基準

を超える特例を定めることができる。  

５ 顧客に自ら自動車等に給油させ、又は灯油若しくは軽油を容器に詰め替えさせる給油取

扱所として総務省令で定めるもの（第二十七条第六項第一号及び第一号の三において「顧

客に自ら給油等をさせる給油取扱所」という。）については、総務省令で、前各項に掲げる

基準を超える特例を定めることができる。 
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（一般取扱所の基準）  

第十九条 第九条第一項の規定は、一般取扱所の位置、構造及び設備の技術上の基準につい

て準用する。  

２ 次に掲げる一般取扱所のうち総務省令で定めるものについては、総務省令で、前項に掲

げる基準の特例を定めることができる。  

一 専ら吹付塗装作業を行う一般取扱所その他これに類する一般取扱所  

一の二 専ら洗浄の作業を行う一般取扱所その他これに類する一般取扱所  

二 専ら焼入れ作業を行う一般取扱所その他これに類する一般取扱所  

三 危険物を消費するボイラー又はバーナー以外では危険物を取り扱わない一般取扱所そ

の他これに類する一般取扱所  

四 専ら車両に固定されたタンクに危険物を注入する作業を行う一般取扱所その他これに

類する一般取扱所  

五 専ら容器に危険物を詰め替える作業を行う一般取扱所  

六 危険物を用いた油圧装置又は潤滑油循環装置以外では危険物を取り扱わない一般取扱

所その他これに類する一般取扱所  

七 切削油として危険物を用いた切削装置又は研削装置以外では危険物を取り扱わない一

般取扱所その他これに類する一般取扱所  

八 危険物以外の物を加熱するための危険物を用いた熱媒体油循環装置以外では危険物を

取り扱わない一般取扱所その他これに類する一般取扱所  

九 危険物を用いた蓄電池設備以外では危険物を取り扱わない一般取扱所  

３ 高引火点危険物のみを総務省令で定めるところにより取り扱う一般取扱所については、

総務省令で、前二項に掲げる基準の特例を定めることができる。  

４ アルキルアルミニウム、アルキルリチウム、アセトアルデヒド、酸化プロピレンその他

の総務省令で定める危険物を取り扱う一般取扱所については、当該危険物の性質に応じ、

総務省令で、第一項に掲げる基準を超える特例を定めることができる。 
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危険物の規制に関する規則（昭和三十四年総理府令第五十五号）抄 

 

（圧縮天然ガス等充てん設備設置屋外給油取扱所の基準の特例）  

第二十七条の三 令第十七条第三項第四号 に掲げる給油取扱所（以下「圧縮天然ガス等充て

ん設備設置給油取扱所」という。）に係る令第十七条第三項の規定による同条第一項 に掲

げる基準の特例は、この条の定めるところによる。  

２ 圧縮天然ガス等充てん設備設置給油取扱所については、令第十七条第一項第十六号から

第十八号まで及び第二十二号の規定は、適用しない。  

３ 圧縮天然ガス等充てん設備設置給油取扱所には、給油又はこれに付帯する業務のための

次に掲げる用途に供する建築物以外の建築物その他の工作物を設けてはならない。この場

合において、第一号の二から第三号までの用途に供する床又は壁で区画された部分（給油

取扱所の係員のみが出入するものを除く。）の床面積の合計は、三百平方メートルを超えて

はならない。 

一 給油、灯油若しくは軽油の詰替え又は圧縮天然ガス等の充てんのための作業場  

一の二 給油取扱所の業務を行うための事務所  

二 給油、灯油若しくは軽油の詰替え、自動車等の点検・整備若しくは洗浄又は圧縮天然

ガス等の充てんのために給油取扱所に出入する者を対象とした店舗、飲食店又は展示場  

三 自動車等の点検・整備を行う作業場  

四 自動車等の洗浄を行う作業場  

五 給油取扱所の所有者、管理者若しくは占有者が居住する住居又はこれらの者に係る他

の給油取扱所の業務を行うための事務所  

４ 前項の圧縮天然ガス等充てん設備設置給油取扱所に設ける建築物は、壁、柱、床、はり

及び屋根を耐火構造とし、又は不燃材料で造るとともに、窓及び出入口（自動車等の出入

口で前項第一号、第三号及び第四号の用途に供する部分に設けるものを除く。）に防火設備

を設けること。この場合において、当該建築物の前項第五号の用途に供する部分は、開口

部のない耐火構造の床又は壁で当該建築物の他の部分と区画され、かつ、給油取扱所の敷

地内に面する側の壁に出入口がない構造としなければならない。  

５ 前項の建築物のうち、事務所その他火気を使用するもの（第三項第三号及び第四号の用

途に供する部分を除く。）は、漏れた可燃性の蒸気がその内部に流入しない第二十五条の四

第五項各号に掲げる構造としなければならない。  

６ 圧縮天然ガス等充てん設備設置給油取扱所の業務を行うについて必要な設備は、第一号

に掲げるものとし、当該設備は、第二号から第六号までに定めるところにより設けなけれ

ばならない。  

一 自動車等の洗浄を行う設備、自動車等の点検・整備を行う設備及び混合燃料油調合器

並びに圧縮天然ガススタンド（一般高圧ガス保安規則第二条第一項第二十三号の圧縮天

然ガススタンドをいう。以下この項から第八項まで並びに第二十八条の二の七第四項及

び第五項において同じ。）又は液化石油ガススタンド（液化石油ガス保安規則第二条第一

項第二十号の液化石油ガススタンドをいう。以下この項及び次項において同じ。）及び防

火設備（一般高圧ガス保安規則第六条第一項第三十九号の防消火設備又は液化石油ガス
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保安規則第六条第一項第三十一号の防消火設備のうち防火設備をいう。以下この項及び

次項において同じ。）  

二 自動車等の洗浄を行う設備、自動車等の点検・整備を行う設備及び混合燃料油調合器

の位置、構造又は設備の基準は、それぞれ次のとおりとすること。 

イ 自動車等の洗浄を行う設備 第二十五条の五第二項第一号に定める基準 

ロ 自動車等の点検・整備を行う設備 第二十五条の五第二項第二号に定める基準 

ハ 混合燃料油調合器 第二十五条の五第二項第三号に定める基準 

三 圧縮天然ガス等充てん設備設置給油取扱所に設ける自動車等の洗浄を行う設備、自動

車等の点検・整備を行う設備及び混合燃料油調合器に収納する危険物の数量の総和は、

指定数量未満とすること。  

四 圧縮天然ガススタンドの圧縮機、貯蔵設備、ディスペンサー及びガス配管の位置、構

造又は設備の基準は、当該設備に係る法令の規定によるほか、それぞれ次のとおりとす

ること。 

イ 圧縮機 

(1) 位置は、給油空地及び注油空地（以下この条及び第二十七条の五において「給油空

地等」という。）以外の場所であること。 

(2) ガスの吐出圧力が最大常用圧力を超えて上昇するおそれのあるものにあつては、

吐出圧力が最大常用圧力を超えて上昇した場合に圧縮機の運転を自動的に停止させ

る装置を設けること。 

(3) 吐出側直近部分の配管に逆止弁を設けること。 

(4) 自動車等の衝突を防止するための措置を講ずること。 

ロ 貯蔵設備 

(1) 位置は、イ(1)の圧縮機の位置の例によるほか、(2)に定めるところによること。 

(2) 専用タンクの注入口及び第二十五条第二号に掲げるタンクの注入口から八メート

ル以上の距離を保つこと。ただし、地盤面下に設置される場合又はこれらの注入口

の周囲で発生した火災の熱の影響を受けないための措置が講じられている場合にあ

つては、この限りでない。 

ハ ディスペンサー 

(1) 位置は、イ（１）の圧縮機の位置の例によるほか、給油空地等においてガスの充て

んを行うことができない場所であること。 

(2) 充てんホースは、自動車等のガスの充てん口と正常に接続されていない場合にガ

スが供給されない構造とし、かつ、著しい引張力が加わつた場合に当該充てんホー

スの破断によるガスの漏れを防止する措置が講じられたものであること。 

(3) 自動車等の衝突を防止するための措置を講ずること。 

ニ ガス配管 

(1) 位置は、イ（１）の圧縮機の位置の例によるほか、（２）に定めるところによるこ

と。 

(2) 自動車等が衝突するおそれのない場所に設置すること。ただし、自動車等の衝突

を防止するための措置を講じた場合は、この限りでない。 

(3) 漏れたガスが滞留するおそれのある場所に設置する場合には、接続部を溶接とす
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ること。ただし、当該接続部の周囲にガスの漏れを検知することができる設備を設

けた場合は、この限りでない。 

(4) ガス導管から圧縮機へのガスの供給及び貯蔵設備からディスペンサーへのガスの

供給を緊急に停止することができる装置を設けること。この場合において、当該装

置の起動装置は、火災その他の災害に際し、速やかに操作することができる箇所に

設けること。 

五 液化石油ガススタンドの受入設備、圧縮機、貯蔵設備、充てん用ポンプ機器、ディスペ

ンサー及びガス配管の位置、構造又は設備の基準は、当該設備に係る法令の規定による

ほか、圧縮機、貯蔵設備、ディスペンサー及びガス配管にあつてはそれぞれ前号イ（（３）

を除く。）、ロ、ハ又はニ（（４）中ガス導管から圧縮機へのガスの供給に係る部分を除く。）

の規定の例によることとし、受入設備及び充てん用ポンプ機器にあつてはそれぞれ次の

とおりとすること。 

イ 受入設備 

(1) 位置は、前号イ（１）の圧縮機の位置の例によるほか、給油空地等においてガスの

受入れを行うことができない場所であること。 

(2) 自動車等の衝突を防止するための措置を講ずること。 

ロ 充てん用ポンプ機器 

(1) 位置は、前号イ（１）の圧縮機の位置の例によること。 

(2) ガスの吐出圧力が最大常用圧力を超えて上昇することを防止するための措置を講

ずること。 

(3) 自動車等の衝突を防止するための措置を講ずること。 

六 防火設備の位置、構造又は設備の基準は、当該設備に係る法令の規定によるほか、そ

のポンプ機器にあつては、次のとおりとすること。 

イ 位置は、第四号イ（１）の圧縮機の位置の例によること。 

ロ 起動装置は、火災その他の災害に際し、速やかに操作することができる箇所に設 

けること。 

７ 第三項から前項までに定めるもののほか、圧縮天然ガス等充てん設備設置給油取扱所の

特例は、この項及び次項のとおりとする。  

一 防火設備から放出された水が、給油空地等、令第十七条第一項第二十号に規定するポ

ンプ室等並びに専用タンクの注入口及び第二十五条第二号に掲げるタンクの注入口付近

に達することを防止するための措置を講ずること。  

二 簡易タンク又は専用タンクの注入口若しくは第二十五条第二号に掲げるタンクの注入

口から漏れた危険物が、前項第四号から第六号までに掲げる設備が設置されている部分

（地盤面下の部分を除く。）に達することを防止するための措置を講ずること。  

三 固定給油設備（懸垂式のものを除く。）、固定注油設備（懸垂式のものを除く。）及び簡

易タンクには、自動車等の衝突を防止するための措置を講ずること。  

四 簡易タンクを設ける場合には、圧縮天然ガススタンド又は液化石油ガススタンドのガ

ス設備から火災が発生した場合に当該タンクへの延焼を防止するための措置を講ずるこ

と。  

８ 第六項第四号ハ（１）及びニ（１）の規定にかかわらず、次に掲げる措置のすべてを講じ
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た場合又は給油空地が軽油のみを取り扱う固定給油設備のうちホース機器の周囲に保有す

る空地である場合は、圧縮天然ガススタンドのディスペンサー及びガス配管を給油空地（固

定給油設備（懸垂式のものを除く。）のうちホース機器の周囲に保有する空地に限る。以下

この項並びに第二十八条の二の七第四項及び第五項において同じ。）に設置することができ

る。  

一 固定給油設備（ホース機器の周囲に保有する給油空地に圧縮天然ガススタンドのディ

スペンサー及びガス配管を設置するものに限る。以下この項並びに第二十八条の二の七

第四項及び第五項において同じ。）の構造及び設備は、次によること。 

イ 給油ホース（ガソリン、メタノール等又はエタノール等を取り扱うものに限る。以下

この号において同じ。）の先端部に手動開閉装置を備えた給油ノズルを設けること。 

ロ 手動開閉装置を開放状態で固定する装置を備えた給油ノズル（ガソリン、メタノー

ル等又はエタノール等を取り扱うものに限る。以下この号において同じ。）を設ける固

定給油設備は、次によること。 

(1) 給油ノズルは、自動車等の燃料タンク給油口から脱落した場合に給油を自動的に

停止する構造のものとすること。 

(2) 第二十五条の二第二号ハの規定にかかわらず、給油ホースは、著しい引張力が加

わつたときに安全に分離するとともに、分離した部分からの危険物の漏えいを防止

することができる構造のものとすること。 

ハ 給油ノズルは、自動車等の燃料タンクが満量となつたときに給油を自動的に停止す

る構造のものとすること。 

ニ 一回の連続したガソリン、メタノール等又はエタノール等の給油量が一定の数量を

超えた場合に給油を自動的に停止する構造のものとすること。 

ホ 固定給油設備には、当該固定給油設備（ホース機器と分離して設置されるポンプ機

器を有する固定給油設備にあつては、ホース機器。以下この号において同じ。）が転倒

した場合において当該固定給油設備の配管及びこれに接続する配管からのガソリン、

メタノール等又はエタノール等の漏えいの拡散を防止するための措置を講ずること。 

二 固定給油設備又は給油中の自動車等から漏れたガソリン、メタノール等又はエタノー

ル等が、当該給油空地内の圧縮天然ガスを充てんするために自動車等が停車する場所、

圧縮天然ガススタンドのディスペンサー及びガス配管が設置されている部分に達するこ

とを防止するための措置を講ずること。  

三 火災その他の災害に際し速やかに操作することができる箇所に、給油取扱所内のすべ

ての固定給油設備及び固定注油設備のホース機器への危険物の供給を一斉に停止するた

めの装置を設けること。 

 

（圧縮水素充てん設備設置給油取扱所の基準の特例） 

第二十七条の五 令第十七条第三項第五号に掲げる給油取扱所（水素を充てんするための設

備は、圧縮水素を充てんするための設備に限る。以下「圧縮水素充てん設備設置給油取扱

所」という。）に係る令第十七条第三項の規定による同条第一項に掲げる基準の特例は、第

二十七条の三第三項から第五項までの規定の例によるほか、この条の定めるところによる。

この場合において、同条第三項及び第四項中「圧縮天然ガス等」とあるのは、「圧縮水素」
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とする。  

２ 圧縮水素充てん設備設置給油取扱所については、令第十七条第一項第七号、第八号、第

十六号から第十八号まで及び第二十二号の規定は、適用しない。  

３ 圧縮水素充てん設備設置給油取扱所には、固定給油設備若しくは固定注油設備に接続す

る専用タンク、危険物から水素を製造するための改質装置に接続する原料タンク又は容量

一万リットル以下の第二十五条で定めるタンク（以下この条において「専用タンク等」と

いう。）を地盤面下に埋没して設ける場合を除き、危険物を取り扱うタンクを設けてはなら

ない。ただし、都市計画法第八条第一項第五号の防火地域及び準防火地域以外の地域にお

いては、地盤面上に固定給油設備に接続する容量六百リットル以下の簡易タンクを、その

取り扱う同一品質の危険物ごとに一個ずつ三個まで設けることができる。  

４ 前項の専用タンク等又は簡易タンクを設ける場合には、当該専用タンク等又は簡易タン

クの位置、構造及び設備は、次によらなければならない。  

一 専用タンク等の位置、構造及び設備は、令第十三条第一項 （第五号、第九号（掲示板

に係る部分に限る。）、第九号の二及び第十二号を除く。）、同条第二項（同項においてそ

の例によるものとされる同条第一項第五号、第九号（掲示板に係る部分に限る。）、第九

号の二及び第十二号を除く。）又は同条第三項 （同項においてその例によるものとされ

る同条第一項第五号、第九号（掲示板に係る部分に限る。）、第九号の二及び第十二号を

除く。）に掲げる地下タンク貯蔵所の地下貯蔵タンクの位置、構造及び設備の例によるも

のであること。  

二 簡易タンクの構造及び設備は、令第十四条第四号及び第六号から第八号までに掲げる

簡易タンク貯蔵所の簡易貯蔵タンクの構造及び設備の例によるものであること。  

５ 圧縮水素充てん設備設置給油取扱所の業務を行うについて必要な設備は、第一号に掲げ

るものとし、当該設備は、第二十七条の三第六項第二号、第三号及び第六号の規定の例に

よるほか、第二号及び第三号に定めるところにより設けなければならない。この場合にお

いて、同条第六項第三号中「圧縮天然ガス等」とあるのは「圧縮水素」と、同項第六号中

「防火設備」とあるのは「第二十七条の五第五項第一号に規定する防火設備又は温度の上

昇を防止する装置」とする。  

一 自動車等の洗浄を行う設備、自動車等の点検・整備を行う設備、混合燃料油調合器及

び危険物から水素を製造するための改質装置並びに圧縮水素スタンド（一般高圧ガス保

安規則第二条第一項第二十五号 の圧縮水素スタンドをいう。以下この項及び次項におい

て同じ。）及び防火設備（同規則第六条第一項第三十九号の防消火設備のうち防火設備を

いう。次項において同じ。）又は温度の上昇を防止する装置（同規則第七条の三第二項第

十五号、第十九号及び第二十号の温度の上昇を防止する装置をいう。次項において同じ。）  

二 危険物から水素を製造するための改質装置の位置、構造及び設備の基準は、令第九条

第一項第十二号 から第十六号 まで、第十八号、第二十一号及び第二十二号の規定の例

によるほか、次のとおりとすること。 

イ 危険物から水素を製造するための改質装置は、自動車等が衝突するおそれのない屋

外に設置すること。 

ロ 改質原料及び水素が漏えいした場合に危険物から水素を製造するための改質装置の

運転を自動的に停止させる装置を設けること。 
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ハ ポンプ設備は、改質原料の吐出圧力が最大常用圧力を超えて上昇することを防止す

るための措置を講ずること。 

ニ 危険物から水素を製造するための改質装置における危険物の取扱量は、指定数量の

十倍未満であること。 

三 圧縮水素スタンドの改質装置（前号に掲げる改質装置を除く。以下この号において同

じ。）、液化水素の貯槽、送ガス蒸発器、圧縮機、蓄圧器、ディスペンサー、液化水素配管

及びガス配管並びに液化水素、圧縮水素及び液化石油ガスの受入設備の位置、構造又は

設備の基準は、当該設備に係る法令の規定によるほか、それぞれ次のとおりとすること。 

イ 改質装置の位置、構造及び設備の基準は、前号イからハまでの規定の例によること。 

ロ 液化水素の貯槽には、自動車等の衝突を防止するための措置を講ずること。 

ハ 送ガス蒸発器には、自動車等の衝突を防止するための措置を講ずること。 

ニ 圧縮機 

(1) ガスの吐出圧力が最大常用圧力を超えて上昇するおそれのあるものにあつては、

吐出圧力が最大常用圧力を超えて上昇した場合に圧縮機の運転を自動的に停止させ

る装置を設けること。 

(2) 吐出側直近部分の配管に逆止弁を設けること。 

(3) 自動車等の衝突を防止するための措置を講ずること。 

ホ 蓄圧器には、自動車等の衝突を防止するための措置を講ずること。 

ヘ ディスペンサー 

(1) 位置は、給油空地等以外の場所であり、かつ、給油空地等において圧縮水素の充て

んを行うことができない場所であること。 

(2) 充てんホースは、自動車等のガスの充てん口と正常に接続されていない場合にガ

スが供給されない構造とし、かつ、著しい引張力が加わつた場合に当該充てんホー

スの破断によるガスの漏れを防止する措置が講じられたものであること。 

(3) 自動車等の衝突を防止するための措置を講ずること。 

(4) 自動車等の衝突を検知し、運転を自動的に停止する構造のものとすること。 

ト 液化水素配管及びガス配管 

(1) 位置は、給油空地等以外の場所とするほか、（２）に定めるところによること。 

(2) 自動車等が衝突するおそれのない場所に設置すること。ただし、自動車等の衝突

を防止するための措置を講じた場合は、この限りでない。 

(3) 液化水素配管又はガス配管から火災が発生した場合に給油空地等及び専用タンク

等の注入口への延焼を防止するための措置を講ずること。 

(4) 漏れたガスが滞留するおそれのある場所に設置する場合には、接続部を溶接とす

ること。ただし、当該接続部の周囲にガスの漏れを検知することができる設備を設

けた場合は、この限りでない。 

(5) 蓄圧器からディスペンサーへのガスの供給を緊急に停止することができる装置を

設けること。この場合において、当該装置の起動装置は、火災その他の災害に際し、

速やかに操作することができる箇所に設けること。 

チ 液化水素、圧縮水素及び液化石油ガスの受入設備 

(1) 位置は、給油空地等以外の場所であり、かつ、給油空地等において液化水素又はガ
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スの受入れを行うことができない場所であること。 

(2) 自動車等の衝突を防止するための措置を講ずること。 

６ 第三項から前項までに定めるもののほか、圧縮水素充てん設備設置給油取扱所の特例は、

次のとおりとする。  

一 改質装置、液化水素の貯槽、送ガス蒸発器、圧縮機及び蓄圧器と給油空地等、簡易タン

ク及び専用タンク等の注入口との間に障壁を設けること。  

二 防火設備又は温度の上昇を防止する装置から放出された水が、給油空地等、令第十七

条第一項第二十号 に規定するポンプ室等及び専用タンク等の注入口付近に達すること

を防止するための措置を講ずること。  

三 固定給油設備、固定注油設備、簡易タンク又は専用タンク等の注入口から漏れた危険

物が、ディスペンサーに達することを防止するための措置を講ずること。  

四 固定給油設備（懸垂式のものを除く。）、固定注油設備（懸垂式のものを除く。）及び簡

易タンクには、自動車等の衝突を防止するための措置を講ずること。  

五 簡易タンクを設ける場合には、圧縮水素スタンドの設備から火災が発生した場合に当

該タンクへの延焼を防止するための措置を講ずること。  

六 液化水素の貯槽を設ける場合には、固定給油設備又は固定注油設備から火災が発生し

た場合にその熱が当該貯槽に著しく影響を及ぼすおそれのないようにするための措置を

講ずること。  

 


